
呉市地域産品開発支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，呉市の特色や地域資源を生かした魅力ある特産品や土産品の開

発と，その特産品や土産品の販路開拓の取組を進める事業者を支援するため，開発に

要する経費の一部を補助し，もって市内産業の振興及び地域経済の活性化に寄与す

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところ

による。 

(1) 事業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する

中小企業者及び同条第５項に規定する小規模企業者。ただし，風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営

業を行う者を除く。 

(2) 特産品 国内外の消費者に向けて広く販売することを目的とした商品であって，

呉市の魅力をアピールする商品 

(3) 土産品 呉市又は広島県内を訪れた観光客を対象とした商品であって，呉市の

歴史や文化，観光資源などをイメージさせる商品 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は，事業者が，

補助金交付決定日から，その日が属する年度の２月末日までの間(以下「補助対象期

間という。」)に行う，次に掲げる事業とする。 

(1) 特産品又は土産品を新たに開発する事業 

(2) 既存の商品を改良し，特産品又は土産品とする事業 

 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者(以下「補助対象者」という。)は，次に掲げる条

件の全てを満たすものとする。 

(1) 市内に事業所を有し，かつ市内において当該年度の４月１日以前から事業を行

っている者 

 (2) 補助対象者が個人である場合はその者，補助対象者が法人である場合はその役

員が呉市暴力団排除条例（平成２４年呉市条例第１号）第２条第１号から第３号

までに該当しないこと 

(3) 市税を滞納していない者 



(4) 法令及び公序良俗に反しない事業を行う者 

(5) その他市長が補助金を交付することが適当であると認める要件を満たす者 

(6) 同一年度内にこの補助金の交付決定を受けていない者 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は，事業の遂

行に直接的かつ必要最小限のものと明確に特定できる経費で，補助対象期間内に契

約，取得，実施，支払が完了するものとする。なお，事業関連経費の内訳は，次の各

号に掲げる経費とする。 

(1) 報償費 

(2) 消耗品費 

(3) 通信運搬費 

(4) 委託料 

(5) 使用料及び賃借料 

(6) 旅費 

 

（補助金の算定等） 

第６条 補助金の額は，補助対象経費の３分の２(千円未満の端数が生じたときは，こ

れを切り捨てる。)とし，補助限度額は上限５０万円とする。 

また，交付額算定に当たっては，補助金に係る消費税及び地方消費税の額を控除する。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は，募集期間中に，

呉市地域産品開発支援事業補助金交付申請書（様式第１号)に次に掲げる書類を添え

て事務局に申請しなければならない。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 収支予算書（様式第３号） 

(3) 事業者概要書（様式第４号） 

(4) 誓約書（様式第５号） 

(5) 登記事項等確認書類 

 ア 法人：履歴事項全部証明書（提出日前３か月以内に発行されたもの） 

 イ 個人事業者：開業届・確定申告書の写し等 

 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は，前条の規定する申請書その他の書類を受理したときは，これらの書類

を選定委員会により審査し，採択された事業者に対して本補助金の交付を決定する



ものとし，交付を決定したときは，呉市地域産品開発支援事業補助金交付決定通知書

（様式第６号）により申請者に通知するものとする。交付を決定しなかったときは，

呉市地域産品開発支援事業不採択通知書（様式第７号）により，申請者に通知するも

のとする。 

  

（重複交付の禁止） 

第９条 補助事業者が補助対象事業について，国，県その他地方公共団体等の補助金の

交付を受けた場合は，この要綱に基づく当該年度の補助金は交付しないものとする。 

 

（計画の変更） 

第１０条 補助事業者は，やむを得ず，収支予算書で定めた補助対象経費の合計額の２

割以上の計画変更が生じる場合，呉市地域産品開発支援事業補助金変更申請書（様式

第８号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は，前項の規定による変更申請があったときは，速やかに呉市地域産品開発支

援事業補助金変更認定通知書（様式第９号）により補助事業者に通知するものとす

る。 

 

（完了報告） 

第１１条 補助事業者は，事業が完了した日から２０日を経過する日までに，呉市地域

産品開発支援事業補助金完了報告書（様式第１０号）を市長に提出するものとする。 

 

（補助金額の確定） 

第１２条 市長は，前項の規定による完了報告があったときは，速やかに確定検査を行

い，呉市地域産品開発支援事業補助金確定通知書（様式第１１号）により補助事業者

に通知する。 

 

（補助金の交付） 

第１３条 補助事業者は，前条の規定による通知があったときは，速やかに呉市地域産

品開発支援事業補助金交付請求書（様式第１２号）を事務局に提出しなければならな

い。 

２ 補助金の交付は，会計年度内において 1 回を限度とし，市の予算の範囲内で交付

するものとする。 

 

（決定の取消し） 

第１４条 市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は，補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 



(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき 

(3) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令，規則又はこの要綱

の規定に基づく命令に違反したとき 

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは，速やかに呉市

地域産品開発支援事業補助金交付決定取消通知書(様式第１２号)により，補助事業

者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において，当

該取消しに係る部分について既に補助金が交付されているときは，期限を定めて，補

助事業者にその全部又は一部の返還を命じることができる。 

 

（状況の調査等） 

第１６条 市長は，補助事業の円滑かつ適正な推進を図るため必要と認めるときは，補

助事業の状況を調査し，又は補助事業者に報告を求めることができるものとする。 

 

（その他） 

第１７条 この要綱の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は，令和６年４月４日から適用する。 

    付 則 

この要綱は，令和７年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は，令和８年４月１日から施行する。 


